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主 文
１原告の訴えを却下する。

２訴訟費用は，原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第 １ 請 求

原告の被告に対する平成１７年３月２２日付けA S番号割り当て契約に

基づく維持料支払債務が存在しないことを確認する。

第 ２ 事 案 の 概 要

本件は，法人格を有しない団体である中部アカデミックネットワーク

（以下「訴外団体」という。）の代表者である原告が，被告に対し，被

告が訴外団体に平成１７年３月２２日に割り当てたA S番号維持料の

支払債務がないことの確認を求めた事案である。
これに対し，被告は,   A S番号を割り当てた相手方は権利能力なき社



団である訴外団体であり原告個人には当事者適格がないし，被告は訴外

団体に対して維持料の支払を求めたことはあるが，原告個人に対して請

求をしたことはないから原告には確認の利益もないとして訴えの却下

を求めている。

第３ 当裁判所の判断
乙５によれば,    A S番号割り当てに関する被告のポリシーとして，

自律ネットワークを運営する組織がインターネットにおける外部経路

制御を行うことを目的とし利用するために，自律ネットワークにA S番

号を付与するものと定めた上,    A S番号割り当てを申請できる組織は，

日本国内に存在する自律ネットワークを運用する技術的能力を持ち，割

り当てに掛かる手数料を支払うことができ,  A S番号に関する被告デー
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あり，甲１によれば，被告が「A S 7 ５ 2 ０」というA S番号を割り当
てた相手方は訴外団体であり，原告は，その代表者として,    ta s番号

割り当てに関する確認書」と題する書面に署名押印をしているものと認

められ，原告個人が，被告からA S番号を割り当てられたとは認められ

ない。

また，甲４の１，４の２によれば，被告は，訴外団体に対し,    A S

番号維持料の支払を求める書面を送付していたことが認められるが，被

告が，原告個人に対し,   A S番号維持料の支払を請求していたことを認

めるに足りる証拠はない。

なお，甲６及び７によれば，訴外団体には，代表者の選任方法，総

会の運営方法，議案に対する決議の方法等が定められた規約があり，構

成員の名簿も作成されているのであって，団体として主要な点が確定し

ていることが認められるから，訴外団体が民事訴訟法２９条の当事者能

力を有しないため，その代表者である原告が個人で被告に対する訴えを

○一日



提起しなければならないとは未だ認め難い。

以上によれば，被告は,    A S番号を割り当てた相手である訴外団体

に対してA S番号維持料の支払を求めていると解され，訴外団体の代表

者である原告個人に対し,  A S番号維持料の支払を求めているとは認め

られないから，原告には訴外団体に割り当てられたA S番号維持料支払

債務に関して確認の禾|｣益がない。

よって，主文のとおり判決する。

東京地方裁判所民事第３９部
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